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平成２３年度男女共同参画推進本部会議（第１回）・幹事会会議（第１回） 
における指摘事項とその対応について 

 

＜本部会議分＞ 

指摘事項 第１章「２ プラン改定の背景」のうち、「少子高齢化が進み、社会情勢

が大きく変化する中で、男女共同参画推進への更なる取組が必要になっています。」

のくだりは、なぜ取組が必要なのか明確でない。 

対  応 当該箇所について必要性に関する記述を挿入し、「少子高齢化が進み、社

会情勢が大きく変化する中で、家庭、職場や地域など生活のあらゆる場面において、

男女がそれぞれ持てる能力を発揮し共に課題を解決することが求められており、男

女共同参画推進への取組が必要になっています。」としました。 

 

指摘事項 基本理念の「（４）家庭生活等への共同参画」については、「等」の内容が

分かりにくいので、県の男女共同参画基本計画にある「家庭生活と他の活動の両立

支援」のように明記した方がいいのではないか。 

対  応 当該箇所は、市男女共同参画推進条例第３条第４項を要約して現行プラン

に記載されているものですので、変更せずに改定版に引き継ぎます。 

 

指摘事項 基本目標は、県計画では７つのところ、本市プラン改定案では５つとなっ

ている。整合性を保たなくてもよいか。 

対  応 本市の施策の現状に対応して、基本目標を設定しています。それぞれの内

容について県計画との整合性は保たれています。 

 

指摘事項 県計画では、高齢化対策について、「高齢者・障害者がいきいきと暮らせ

る条件の整備」として、重点項目のひとつに挙げている。本市プラン改定案では、

体系表の中に高齢化対策が読み取れない。 

対  応 高齢化対策については、「重点項目７ 男女が自立して支え合う家庭づく

り」の「施策（３） 福祉の充実と健康づくり」において記述しています。 

 

指摘事項 本市は水害を経験しており、また、国計画でも防災における男女共同参画

の推進が挙げられているので、本市プラン改定案では防災に関する項目を追加する

べきではないか。 

対  応 「重点項目８ 男女共同参画による豊かな地域社会づくり」の中に、「（２）

防災分野における男女共同参画」を追加しました。 

 

指摘事項 「プランの基本的な考え方」において、「基本目標Ⅳ 男女が働きやすい

職場づくり」に対応する基本理念は「（４）家庭生活等への共同参画」とされてい

るが、「（２）社会における制度又は慣行についての配慮」も対応しているのではな

いか。 

対  応 基本理念のうち「（１）男女の人権の尊重」と「（２）社会における制度又

参考 



は慣行についての配慮」については、包括的理念であるため、基本目標Ⅳのみなら

ず、いずれの基本目標にも対応していると言うこともできます。煩雑さを避けるた

め、主な対応関係のみを挙げています。 

 

指摘事項 県計画では、項目立てから見て国際交流について言及があるのは違和感が

ないが、本市プラン改定案では、他の基本目標が「男女」や「共同参画」の語句を

含む中、国際交流については「基本目標Ⅴ 国際交流の推進と支援」とだけあり、

唐突な感じは否めない。基本目標の名称変更等、検討されたい。 

対  応 当該基本目標の名称を「国際理解を通した男女共同参画の推進」に変更す

るとともに、国際規範・基準の浸透についての記述を詳しくし、男女共同参画促進

における国際理解・国際交流の意義を明確にしました。 

 

指摘事項 「重点項目９ 男女が共に能力を発揮できる就業環境の整備」の「施策（５）

農林水産業・商工業等自営業における労働環境の整備」の名称の中に建設業も明記

されたい。 

対  応 建設業については、「商工業等自営業」という表現に包含されています。 

 

指摘事項 県計画は「きらめき山口ハーモニープラン」という副題がついているが、

本市プラン改定案に副題を付ける考えはないか。 

対  応 現プランに副題はありませんので、改訂版にも付ける予定はありません。 

 

指摘事項 県計画では最重点項目が４つ挙げられているが、本市プラン改定案では何

に力点を置くのか検討したか。 

対  応 「プラン改定の趣旨」で触れているように、ポジティブ・アクション（実

効性のある積極的改善措置）の実施とワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調

和）の実現に力点を置いています。 

 

指摘事項 「重点項目４ 互いの性の理解と尊重」の「施策（１）性と生殖に関する

健康・権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）に関する意識の浸透」について、

「性と生殖に関する」という表現は生々しくて抵抗を感じる。 

対  応 同表現は、国計画・県計画にもあるように、リプロダクティブ・ヘルス／

ライツという用語に対応する訳語として定着しているものです。 

 

＜幹事会会議分＞ 

指摘事項 新しく話題になっているデートＤＶについて、何らかの記述があるべきで

はないか。 

対  応 「重点項目５ 男女間における暴力の根絶」の「施策（２）ドメスティッ

ク・バイオレンス対策の推進」に包含しています。施策については、担当課が「具

体的取組」の項で挙げることとします。 



男女共同参画プラン改訂版（素案）について

委員名

御意見

FAX：市役所代表８３－２６０４
※ﾒｰﾙで御提出の場合、書式は問いません。協働推進課共通ﾕｰｻﾞ宛
　（ kyodo@city.sanyo-onoda.lg.jp ）に送信ください。
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 第１章 プランの改定にあたって  

 

 １．プラン改定の趣旨   

本市においては、平成１７年に「山陽小野田市男女共同参画推進条例」を

制定し、男女共同参画の推進に関する基本理念と基本的施策を定めるととも

に、平成１９年３月には「さんようおのだ男女共同参画プラン」を策定し、

時代に即応した男女共同参画の推進に係る具体的な施策について、その推進

に努めてまいりました。 

しかし、依然として性別による固定的な役割分担やこれを反映した慣行は、

社会のあらゆる分野に根強く残り、セクシュアル・ハラスメントやドメステ

ィック・バイオレンスなどの問題が顕在化するなど、男女共同参画社会の実

現を阻害する要因は、今日も数多く存在しています。また、少子高齢化の進

展や社会経済情勢の変化から生じる様々な課題など、男女共同参画を取り巻

く環境等は、大きく変化しています。 

このような状況の中、本市の男女共同参画の推進について、これまでの取

組を継承しながら実効性のある積極的改善措置 (ポジティブ・アクション)

の推進や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）などの新しい動き

にも弾力的に対応するため、「さんようおのだ男女共同参画プラン(改定版)」

を策定し、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に実施することとしました。 

 

 ２．プラン改定の背景   

（１） 少子高齢化の進展と社会情勢の変化 

  本市においては、昭和６０年をピークとして、人口減少が続いています。 

 その主な要因としては、出生率の低下や高齢化の進展により、死亡数が出生

数を上回っていること（自然減）や、就職、進学などによる市外への人口流

出（社会減）などがあげられます。 

人口の推移                               単位：人 

昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

68,312 70,133 69,481 68,745 67,429 66,261 64,550 

 

人口動態（平成 21 年）                単位：人 

出生数 死亡数 転入 転出 

490 721 2,141 2,327 

(案) 
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  また、本市の高齢化率（65 歳以上の高齢者の総人口に占める割合）は、平

成 22 年で 27.2％となっており、全国の 23.0％を上回って高齢化が進展して

います。 

  さらに、長引く景気の低迷に加え、平成 20 年の金融危機の影響により、雇

用環境は急速に悪化しており、長時間労働、賃金格差、非正規雇用などの課

題解決の取組が求められています。 

  このように、少子高齢化が進み、社会情勢が大きく変化する中で、家庭、

職場や地域など生活のあらゆる場面において、男女がそれぞれ持てる能力を

発揮し共に課題を解決することが求められており、男女共同参画推進への更

なる取組が必要になってきています。 

 

（２）国・県の動き 

  国は、平成２２年１２月に男女共同参画社会基本法に基づく「第３次男女

共同参画基本計画」を閣議決定しました。この計画は、「少子高齢化の進展と

人口減少社会の到来、家族や地域社会の変化、経済の長期低迷と閉塞感の高

まり、非正規労働者の増加と貧困・格差の拡大など社会情勢の変化や経済社

会のグローバル化などに伴う課題を解決するためにも、男女共同参画社会の

実現が必要不可欠である」とし、我が国における男女共同参画の形成が一層

加速されるよう、実効性のあるアクション・プランとして策定されました。 

  県においても、このような国の動きや、社会情勢の変化に弾力的に対応で

きるよう、平成２３年３月に山口県男女共同参画基本計画（きらめき山口ハ

ーモニープラン）の改定が行われました。 

 

 

  本プランの改定（さんようおのだ男女共同参画プラン（改定版））にあたっ

ては、社会情勢の変化、国・県の計画の改定等、さらにはこれまでの取組や

市民アンケート調査の結果を踏まえて必要な見直しを行いました。 
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 第 2 章 プランの基本的な考え方   

 １．基本理念   

  第一次山陽小野田市総合計画に掲げられている将来都市像「人と出会い 支え合

い 自然とふれあう 活力ある 住みよさ創造都市」に向け、「山陽小野田市男女

共同参画推進条例」に掲げる６つの基本理念の下、市民一人ひとりが互いにその人

権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく社会のあらゆる分野におい

て、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指

します。 

 
6 つの基本理念 

（１）男女の人権の尊重 

（２）社会における制度又は慣行についての配慮 

（３）施策等の立案及び決定への共同参画 

（４）家庭生活等への共同参画 

（５）生殖に関する意思の尊重及び健康への配慮 

（６）国際社会の取組の理解 

 

 ２．プランの構成   

  「山陽小野田市男女共同参画推進条例」に掲げる６つの基本理念に基づき、次の

５つの基本目標を定めました。 

  

◆基本目標 

Ⅰ 男女の人権の尊重と意識の改革 ・・・基本理念（１）・（２）・（５） 

Ⅱ 施策等の立案及び決定への共同参画の推進・・・基本理念（３） 

Ⅲ 家庭、地域における男女共同参画の推進・・・基本理念（４） 

Ⅳ 男女が働きやすい職場づくり・・・基本理念（４） 

Ⅴ 国際理解を通した男女共同参画の推進・・・基本理念（６） 

 

さらに、本市の実情や国・県の計画改定の考え方を踏まえ、重点項目・施策を設定

しました。 

 

◆国の第 3次基本計画において改めて強調されている視点 

 ①女性の活躍による経済社会の活性化 

 ②男性、子どもにとっての男女共同参画 

 ③様々な困難な状況に置かれている人々への対応 

 ④女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 ⑤地域における身近な男女共同参画の推進 
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◆山口県男女共同参画基本計画（第 2次改訂版） 

 ①男性、子どもにとっての男女共同参画の推進（新たな重点項目） 

 ②貧困など生活上の困難に直面する男女への支援（新たな重点項目） 

 ③「家庭、地域、職場における両立支援」→「仕事と生活の調和の推進」 

                       （重点項目の名称変更） 

 

◆重点項目・施策           ★は新規 

基本目標Ⅰ 男女の人権の尊重と意識の改革…基本理念（１）・（２）・（５） 

重点項目１ 人権尊重の視点に立った男女共同参画の推進 

重点項目 2 男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進  

重点項目 3 男性、子どもにとっての男女共同参画の推進 ★ 

重点項目 4 男女互いの性の理解と尊重  

重点項目 5 男女間における暴力の根絶  

基本目標Ⅱ 施策等の立案及び決定への共同参画の推進  ★…基本理念（３） 

重点項目 6 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 ★ 

基本目標Ⅲ 家庭、地域における男女共同参画の推進 ★…基本理念（４） 

重点項目 7 男女が自立して支え合う家庭づくり ★ 

重点項目 8 男女共同参画による豊かな地域社会づくり ★ 

基本目標Ⅳ 男女が働きやすい職場づくり…基本理念（４） 

重点項目 9 男女が共に能力を発揮できる就業環境の整備 

基本目標Ⅴ 国際理解を通した男女共同参画の推進 ★…基本理念（６） 

重点項目 10 国際交流による国際規範・基準の浸透 ★ 
     

 ３．プランの期間   

  本プランの期間は、平成２４年（2012 年）度から平成２８年（2016 年）度まで

の５年間とします。 

  ただし、国内外の動向や社会情勢の変化を考慮して、期間内であっても必要に応

じて見直しを行います。 



基本目標 重点項目 施策

Ⅰ男女の人権の尊重と
  意識の改革

1 人権尊重の視点に立った
  男女共同参画の推進

(1)男女共同参画に関する市民意識の醸成

　
2 男女共同参画の視点に
  立った生涯学習の推進

(1)男女平等を推進する学校教育の充実

(2)男女平等を推進する家庭教育の充実

(3)男女共同参画を推進する社会教育の充実

(4)女性のエンパワーメントのための学習機会
   の充実・リーダーの養成

3 男性、子どもにとっての
  男女共同参画の推進

(1)男性への意識啓発及び家庭・地域参画に
   向けた支援

(2)子どもの発達段階に応じた男女共同参画の
   理解の促進

4 男女互いの性の理解と
  尊重

(1)性と生殖に関する健康・権利（リプロダク
   ティブ・ヘルス／ライツ）に関する意識の
   浸透

5 男女間における暴力の
  根絶

(1)あらゆる暴力を許さない社会意識の醸成

(2)ドメスティック・バイオレンス対策の推進

(3)セクシュアル・ハラスメントの防止対策の
   推進

Ⅱ施策等の立案及び決定
  への共同参画の推進

6 あらゆる分野における
  政策・方針決定過程への
  女性の参画の拡大

(1)各種審議会等への女性の参画の促進

(2)市政等への女性の参画の促進

(3)市、企業等の意思決定過程への女性の参画
   の促進

Ⅲ家庭、地域における
  男女共同参画の推進

7 男女が自立して支え合う
  家庭づくり

(1)仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ
   ンス）の推進

(2)育児環境づくり

(3)福祉の充実と健康づくり

8 男女共同参画による
  豊かな地域社会づくり

(1)地域活動における男女共同参画の推進

(2)防災分野における男女共同参画の推進

Ⅳ男女が働きやすい
  職場づくり

9 男女が共に能力を発揮
  できる就業環境の整備

(1)男女の均等な雇用機会と待遇の確保

(2)貧困など生活上の困難に直面する男女への
   支援

(3)育児・介護休業制度の普及・啓発

(4)多様な働き方を可能にする条件整備

(5)農林水産業・商工業等自営業における労働
   環境の整備

Ⅴ国際理解を通した
　男女共同参画の推進

10 国際交流による
   国際規範・基準の浸透

(1)国際理解・国際交流の推進

さんようおのだ男女共同参画プラン(改定版）体系表

男
女
共
同
参
画
社
会
を
目
指
し
て
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 第 3 章 プランの内容  

基本目標Ⅰ  男女の人権の尊重と意識の改革 
 

山陽小野田市男女共同参画推進条例では、その基本理念の最初で、男女の「人権の尊

重」を掲げています。 

男女共同参画社会を実現するためには、一人ひとりが性別だけにとらわれるのではな

く、お互いを一人の人間として認め合い、尊重するとともに、社会制度や慣行などが男

女の社会における活動の選択に対して中立的に働くよう、これらを必要に応じて見直し、

解決していく意識をもつことが大切です。 

これは、男女共同参画の推進にあたっての基本となるものですので、あらゆる場面で、

市民の意識醸成、とりわけ教育・学習を通した普及啓発を図っていきます。 

今回の改定では男女共同参画の裾野を広げるよう、男性や次代を担う子ども・若者世

代への取組を進めます。 

また、近年、大きな社会問題となっているドメスティック・バイオレンス(※1)などの

女性に対する暴力を根絶するためにも、あらゆる場面において、人権尊重の意識をより

浸透させる取組が必要です。 

 

 

重点項目１ 人権尊重の視点に立った男女共同参画の推進 

 

重点項目 2 男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進  

 

重点項目 3 男性、子どもにとっての男女共同参画の推進 

 

重点項目 4 男女互いの性の理解と尊重  

 

重点項目 5 男女間における暴力の根絶  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※1)ドメスティック・バイオレンス： 配偶者やパートナーなど親密な関係にある(あるいはあった)者からの暴力をいう。身体に

対する暴力だけでなく、暴言や著しく粗暴で恐怖心をいだかせる行為など、精神的な暴力もこれにあたります。 
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重点項目１ 人権尊重の視点に立った男女共同参画の推進 

 施策(1) 男女共同参画に関する市民意識の醸成  

 

《現状と課題》 

男女共同参画社会の実現の障害となっているものの一つに、人々の意識の中で長い時

間をかけて形作られてきた、固定的性別役割分担意識（女はこうでないといけないなど）

があります。 

本市が平成２２年に実施した「男女共同参画に関するアンケート調査」では、「各分

野における男女の地位の平等感」について、学校教育の場では６割以上が男女平等と答

えるなど平等感の醸成が比較的進んでいますが、社会通念・慣習、政治経済活動などで

は不平等感が強く、男性が優遇されているという意識が高くなっています。 

山陽小野田市男女共同参画推進条例では、その基本理念の中で、「男女が性別により

差別されることなく、個人として個性と能力を十分に発揮する機会が確保されるととも

に、男女の個人としての人権が尊重されること」(第３条第１号)と規定しています。 

男女共同参画の推進にあたっては、この理念に対する理解を深めることを基本にして

取組を進める必要があります。 

 

《方向性》 

男女共同参画に関する市民意識の把握を通して、人権尊重の基本理念の徹底を図り、

これを各種施策へ反映するとともに、あらゆる機会・媒体を活用して、積極的な啓発・

広報活動に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

「男女共同参画に関する意識調査」の実施 

 ・第１次プラン策定（平成 17 年）及び改定時（平成 22 年） 

・講演会、学習会等の参加者に対するアンケート等の実施 

男女共同参画担当 継続 

出前講座による啓発 男女共同参画担当 充実 

意識啓発のための講演会の開催等 

・男女共同参画講演会の開催   

・「女性の日（10 月 1 日）」記念事業の開催   

・「女と男の一行詩」鑑賞会の開催  

男女共同参画担当 継続 

市広報等による啓発 

（再掲Ⅰ-3-（1）） 

・「女と男の一行詩」冊子掲載作品の中から男女共同参画のキー

ワードになる作品を市広報及びポスターに掲載  

男女共同参画担当 継続 

ホームページ等を活用した啓発活動の展開 

（再掲Ⅰ-3-（1）） 

・市ホームページに男女共同参画に関する情報を掲載 

男女共同参画担当 充実 

「女と男の一行詩」の公募・発行 男女共同参画担当 継続 
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内         容 担当部署 
今後の
取 組 

男女共同参画に関する情報収集・提供 

（再掲Ⅰ-3-（1）） 

・国・県・他市町からの情報誌、小冊子等による情報収集・提供 

男女共同参画担当 継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

「女性の日」の普及啓発 

 ・毎年１０月１日を女性の日と定め、記念事業を開催し普及啓発に

努める 

男女共同参画担当 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○継続して効果が認められるもの⇒継続 

○現状で効果が薄く取組の強化が必要なもの⇒強化 

○現状で効果が認められるがさらに充実の必要なもの⇒充実 

○廃止された事業・制度、効果・必要性が認められないもの⇒廃止 
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  男性の方が非常に優遇されている。       どちらかといえば男性の方が優遇されている。 
  
  平等である。             どちらかといえば女性の方が優遇されている。 
 
  女性の方が非常に優遇されている。       わからない・無回答 

 

アンケート調査 各分野における男女の地位の平等感 (山陽小野田市) 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

1.3 

0.8 

9.4 

10.6 

63.6 

58.8 

3.7 

3.1 

0.5 

0.3 

21.4 

26.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

22年度調査 

17年度調査 

【学校教育の場で】 

15.2  

17.6  

58.0  

53.6  

15.5  

12.7  

4.3  

4.0  

1.1  

0.6  

5.9  

11.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

22年度調査 

17年度調査 

【社会通念・慣習・しきたりなどで】 

19.0  

21.6  

48.1  

41.0  

17.9  

17.3  

2.4  

3.4  

0.0  

0.3  

12.6  

16.4  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

22年度調査 

17年度調査 

【政治経済活動の中で】 
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アンケート調査 男女があらゆる分野でもっと平等になるために重要なこと (山陽小野田市) 

         

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.9  

17.1  

11.1  

16.1  

17.5  

12.7  

21.6  

5.3  

14.5  

13.9  

17.3  

18.1  

13.0  

17.9  

0 10 20 30

その他・わからない・無回答 

子どもの時から家庭や学校で男女の平等について 

教えること 

行政や企業などの重要な役職に一定の割合で女性 

を登用する制度を採用・充実すること 

女性の就業、社会参加を支援する施設やサービス 

の充実を図ること 

女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得 

するなど、積極的に力の向上を図ること 

法律や制度の面での見直しを行い、女性差別につ 

ながるものを改めること 

女性を取り巻く様々な偏見や固定的な社会通念・ 

慣習・しきたりを改めること 

22年度調査(回答総数929） 17年度調査(回答総数1,557） 

% 

複数回答 
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重点項目 2 男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進  

 施策(1) 男女平等を推進する学校教育の充実  

 

《現状と課題》 

学校教育の場では、男女の地位の平等感について平等と感じる人の割合が６割を超え

ています。 

しかし、学校教育の場は、子どもたちのものの見方や考え方などを形作っていく重要

な役割を担っているので、学校運営のあり方や授業方法などが男女の平等意識に大きな

影響を与えることを認識し、男女平等や人権尊重の視点にたった教育をさらに進めてい

くことが必要です。 

 

《方向性》 

学習指導、進路指導、学校生活全般において男女平等教育の推進を図り、男女平等の

意識に立った人間形成を目指します。特に、人権に関する教育、性教育、道徳教育など、

「生きる力」を育む教育を通して男女平等意識の浸透を図ります。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

学習指導の充実 （再掲Ⅰ-3-（2）） 

・教科指導の充実と年間指導計画の明確化 

・道徳、学級活動における特設・参観授業の実施 

・人権教育啓発に係る作品募集（標語、詩、ポスター） 

学校教育担当 継続 

地域に根ざした学校づくりの推進・学校評議委員会の実施 

・学校便り等各種通信の地域への発行 

・地域人材活用事業「心ときめき教室」の開催 

・学習支援ボランティアの募集と学習支援活動の推進 

・学校関係者評価及び第三者評価の導入と公表の在り方につい

ての検討 

学校教育担当 継続 

保護者に対する男女平等の意識啓発 

・人権教育を題材とした授業参観及び研修会の開催及び学校通

信による啓発 

学校教育担当 継続 

教職員への意識啓発・研修の充実 

・校内研修会の実施 

・人権教育推進講座への教職員の参加促進 

・県教育委員会開催の協議 

学校教育担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署              
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 施策(2) 男女平等を推進する家庭教育の充実  

 

《現状と課題》 

男女平等についての意識は、生まれた時からの育てられ方や受けてきた教育、本人を

取り巻く環境などが大きく関わっています。 

特に、家庭においては、親の考え方が子どもに大きな影響を与えます。このため、男

女平等意識に根ざした教育がされるよう、家庭教育のための学習機会の提供が必要です。 

家族のふれあいや親子の共同体験ができる環境づくりを進めながら、子どもの発達に

応じた心の教育を充実させること、また、男女が共に協力し支えあって子育てをするこ

との大切さを理解してもらうためにも、父親の家庭教育への参加を促す学習情報の提供

や学習機会の充実を図ることが必要です。 

 

《方向性》 

人権尊重に基づいた男女平等観の形成を推進する家庭教育のための学習機会の提供

及び啓発を行います。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

公民館講座の開催 

（再掲Ⅰ-3-（1）） 

・家庭教育や男性料理教室等男女平等を推進する内容の講座の

開催 

社会教育担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署              
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 施策(3) 男女共同参画を推進する社会教育の充実  

 

《現状と課題》 

男女共同参画の実現のためには、次代を担う子どもたちの教育と合わせて、すでに社

会で活躍している多くの人々の認識を、様々な学習の場などを通して、より深めていく

ことが重要です。 

このため、地域、職場などにおいて、男女平等に向けた意識定着を図るとともに、男

女が共に社会の対等な構成員として参画できるよう、男女共同参画に関する学習情報や

学習機会の提供を図る必要があります。  

 

《方向性》 

市民が参加しやすい行事の開催や、各種講座などでの啓発にさらに進めることで、生

涯学習の一環としての男女共同参画学習環境の整備・充実を図ります。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

人権を考える集いの開催 

・講演会、講座の開催 
社会教育担当 継続 

公民館講座及び地域行事の開催 

・公民館の講座や地域での行事を通した男女共同参画の推進 
社会教育担当 継続 

学校施設の地域開放 

・男女を問わず、日常のスポーツ活動を通した交流の場を広く提

供するため、学校の体育館、運動場を市民に開放 

教育総務担当 継続 

体育施設の充実 

・市民を対象に日常生活におけるスポーツ活動を活発にするため

運動する場の提供 

体育振興担当 継続 

情報提供の充実 

・市広報、生涯学習情報誌等による学習機会の情報提供 

・市広報 随時  情報誌年 1回 

社会教育担当 

体育振興担当 
継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署           

人権を考える集いの開催 

（                                        ） 
人権推進担当 
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 施策(4) 女性のエンパワーメント(※2)のための学習機会の充実・リーダーの養成  

 

《現状と課題》 

近年、多くの女性が社会に進出し、様々な分野において活躍しており、これからは今

以上に幅広い活動が期待されています。このため、女性が新しい社会づくりの「主体者」

として、責任をもって、その個性や能力を発揮できるよう、女性に対する学習機会の充

実や社会参画の促進を図ることが必要です。 

 

《方向性》 

女性が自らの意思によって社会のあらゆる分野の活動に参画するため、女性自身のエ

ンパワーメントを支援する学習機会の充実を図り、女性が主体的に活動している地域団

体間の交流や情報提供を促進します。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

女性のエンパワーメントのための学習機会や情報の提供 

・女性の能力開発や人材育成を目的とした講座等の学習機会な

どの情報の提供 

男女共同参画担当 

社会教育担当 
継続 

女性団体に対する支援 

・女性団体の育成、自主的活動及び団体間の交流活動を支援 

男女共同参画担当 

社会教育担当 
継続 

組織づくりに対する支援 

・女性リーダーの養成や組織づくりに対する支援 
社会教育担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※2)エンパワーメント： 自己決定の力、仕事の技術や能力、経済力、物事を決定する場の発言力など、一人ひとりが力をつ

けること。第４回世界女性会議におけるキーワードの一つ。 
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重点項目 3 男性、子どもにとっての男女共同参画の推進 

 施策(1) 男性への意識啓発及び家庭・地域参画に向けた支援 

 

《現状と課題》 

 人々の意識の中で長い時間をかけて形成された固定的性別役割分担意識は、時代とと

もに変わりつつありますが、いまだに根強く残っています。 

男女が互いにその人権を尊重し責任を分かち合い、個性と能力を発揮することができ

る男女共同参画社会を形成することは、男性にとっても重要な事柄ですので、男性がよ

り暮らしやすい社会となるということについて理解を深める必要があります。 

 

《方向性》 

男性自身の男性に関する固定的性別役割分担意識の解消を図るとともに、男性にとっ

ての男女共同参画の意義に関する広報啓発活動を推進します。 

また、男性の家庭や地域への参画に向けた環境づくりの促進を図ります。 
 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

男女共同参画に関する広報啓発活動 

（再掲Ⅰ‐1‐（1）） 

・市広報紙、市ホームページによる啓発 

・男女共同参画に関する情報収集・提供 

男女共同参画担当 充実 

公民館講座の開催 

（再掲Ⅰ‐2‐（2）） 

・家庭教育や男性料理教室等男女平等を推進する内容の講座を

開催 

社会教育担当 継続 

男性の家事・育児・介護等への参画促進 

（再掲Ⅲ‐7‐（1）、Ⅳ‐9‐（3）） 
  

・特定事業主行動計画の見直し 

・男性職員が育児休業等を取得しやすい職場環境の整備 
人事担当 継続 

・男性の家事・育児・介護等への参画啓発 

人事担当 

児童福祉担当 

商工労働担当 

継続 

・次世代育成支援対策の着実な推進 児童福祉担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 
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アンケート調査 「男は仕事、女は家庭」という考え方について (山陽小野田市) 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4  

9.2  

6.1  

27.1  

33.7  

29.7  

36.7  

23.9  

30.7  

25.1  

22.1  

24.1  

7.7  

11.0  

9.4  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（207人） 

男性（163人） 

全体（374人） 

 
  賛成                      どちらかといえば賛成 

  
  どちらかといえば反対          反対 
 

  わからない・無回答 
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 施策(2) 子どもの発達段階に応じた男女共同参画の理解の促進 

 

《現状と課題》 

次代を担う子どもたちが健やかに育ち、個性と能力を発揮できる社会を目指す視点か

ら、子どもの頃から男女共同参画の理解を促進することが重要です。また、安全で安心

して暮らせる環境の確保や健やかな成長に向けた支援が必要となっています。 

  

《方向性》 

 子どもの頃から男女共同参画を促進するため、幼児期から発達段階に応じて人への愛

情、人権の尊重、男女の平等、男女の相互理解と協力、家庭生活の大切さなどに関する

教育を推進するとともに、自ら健康管理できるよう、学校や地域における健康教育や性

教育の充実を図ります。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

学習指導の充実 （再掲Ⅰ-2-（1）） 

・教科指導の充実と年間指導計画の明確化 

・道徳、学級活動における特設・参観授業の実施 

・人権教育啓発に係る作品募集（標語、詩、ポスター） 

学校教育担当 継続 

男女間における暴力の根絶・相談体制の充実（再掲Ⅰ-5-（1）） 

・小・中学校生徒指導担当者会議の実施 

・各校への教育相談室の整備・拡充 

・スクールカウンセラーの配置 

学校教育担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

保育園・幼稚園と連携した幼児期からの教育の充実 

（                                        ） 
児童福祉担当 

子どもの安全確保と健全育成 

（                                        ） 

児童福祉担当 

青尐年健全育成担当 

母子保健担当 
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重点項目 4 男女互いの性の理解と尊重  

 施策(1) 性と生殖に関する健康・権利 (リプロダクティブ・ヘルス／ライツ) (※3)に関する意

識の浸透  

 

《現状と課題》 

 男女がそれぞれ異なる身体的特質を十分に理解し合った上で、一人ひとりの人権を尊

重し認め合いながら、相手に対する思いやりをもって生きていくことこそが、男女共同

参画社会の実現のための前提といえます。 

 女性は、その身体に妊娠や出産のためのしくみが備わっているため、生涯を通して男

性とは異なる健康上の問題に直面します。思春期、妊娠・出産・育児期、更年期、高齢

期など、生涯を通して健康に関する自己管理ができるよう、健康支援の取組も必要にな

ってきます。 

 

《方向性》 

女性が生涯を通して、自らの健康について自由に選択し、意思決定できるよう、性と

生殖に関する健康・権利 (リプロダクティブ・ヘルス／ライツ) に関する意識啓発や学

習機会の充実に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

「性と生殖に関する健康・権利」（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）

に関する意識啓発  （再掲Ⅰ-3-（2）） 
  

・「性と生殖に関する健康・権利」に関する意識啓発 男女共同参画担当 継続 

・新生児訪問に併せて家族計画指導を実施 母子保健担当 継続 

・性に関する相談の実施 保健担当 継続 

・学校、家庭における性に関する学習機会の拡大 学校教育担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (※3)リプロダクティブ・ヘルス／ライツ：1994 年にカイロで開催された国際人口・開発会議において提唱された概念。リプロ

ダクティブ・ヘルスは、個人、特に女性の健康の自己決定権(いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足の

いく性関係、安全な妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つことなど)を保障する考え方。リプロダクティブ・ライツは、それを

すべての人々の基本的人権として位置付ける概念。 
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重点項目 5 男女間における暴力の根絶  

 施策(1) あらゆる暴力を許さない社会意識の醸成  

 

《現状と課題》 

男女間における暴力は、それ自体が身体・精神を問わず重大な人権侵害であり、近年

深刻な社会問題となっています。特に女性に対する暴力は、男女共同参画の推進を阻害

する大きな要因の一つです。 

 このような中、平成１３年４月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律」(ＤＶ(※4)防止法)が制定され、配偶者からの暴力が被害者の人権を侵害する犯

罪であることが明らかにされました。 

個人の人権を侵害する暴力行為は、どのような場合であっても、決して許されるもの

ではありません。様々な場で人権意識の浸透を図るとともに、法制度の周知などの啓発

活動を通して、決して「暴力を許さない」という社会的認識を高めることが重要です。 

 

《方向性》 

配偶者など男女間の暴力は犯罪であり、重大な人権侵害であるという認識を浸透させ、

あらゆる暴力を許さない社会風土を醸成するために、啓発活動や相談体制の充実を図り

ます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

暴力を許さない意識醸成のための啓発     

・市広報等による DV に関する法制度の周知 男女共同参画担当 継続 

・要保護児童対策地域協議会「子育て支援ネットワーク協議会」を

中心とした児童虐待や発達障害児対策等の充実 
児童福祉担当 継続 

相談体制の充実  （再掲Ⅰ-3-（2））   

・職員による一般相談 

・相談窓口のネットワーク化 

・人権擁護委員による相談 

男女共同参画担当 継続 

・弁護士、司法書士による法律相談 市民相談担当 継続 

・家庭児童相談業務との連携 児童福祉担当 継続 

・電話及び来所による相談 保健担当 継続 

・小・中学校生徒指導担当者会議の実施 

・各校への教育相談室の整備・拡充 

・スクールカウンセラーの配置 
学校教育担当 継続 

 

 

 

 

 

(※4)ＤＶ(ドメスティック・バイオレンス)(再掲)： 配偶者やパートナーなど親密な関係にある(あるいはあった)者からの暴力を

いう。身体に対する暴力だけでなく、暴言や著しく粗暴で恐怖心をいだかせる行為など、精神的な暴力もこれにあたります。 
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《新たな取組》 

内         容 担当部署              
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 施策(2) ドメスティック・バイオレンス対策の推進  

 

《現状と課題》 

ドメスティック・バイオレンス(ＤＶ)に対しては、関係機関との連携協力の下、相談、

保護、自立支援など様々な取組を行っています。 

 今後も、啓発活動や相談体制の充実を図るとともに、県、関係機関との連携をさらに

強化することが必要です。 

 

《方向性》 

男女間の暴力を根絶するため、「ＤＶ防止法」や「配偶者暴力相談支援センター」な

どの相談窓口の周知を図ります。また、被害者の保護及び自立支援のため、県、関係機

関との連携強化に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

配偶者・パートナーからの暴力対策の推進 

・職員によるＤＶ相談 

・被害者の適切かつ迅速な保護 

・県や庁内課と連携した支援のための情報提供 

男女共同参画担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

  

 

 

 

● 山口県男女共同参画相談センターの相談状況 

                                                   (単位: 件) 

 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

相談件数総数 3,340 6,517 3,972 2,335 3,352 

  うち DV 354 308 344 360 420 

                                                        (山口県資料) 
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 施策(3) セクシュアル・ハラスメントの防止対策の推進  

 

《現状と課題》 

平成１１年４月に改正された男女雇用機会均等法においては、女性に対するセクシュ

アル・ハラスメント(※5)を防止するための事業主の配慮が義務づけられました。セクシ

ュアル・ハラスメントの被害は、男女いずれにも起こる可能性があることから、平成１

８年６月の改正では、男女双方に対するセクシュアル・ハラスメント対策の強化が盛り

込まれましたが、依然女性の被害者が多数を占めているのが現状です。 

 セクシュアル・ハラスメントは、対象となった個人の尊厳を不当に傷つけ、働く男女

の職場環境を悪化させ、それが原因となって個人の能力が十分発揮できなくなるだけで

なく、事業主にとっても円滑な業務を妨げ、社会的評価に影響を与えるなどの問題にも

なります。 

 また、これは職場だけではなく、学校生活や社会生活においても起こりうるものとし

て、常に敏感な視点で考えていくことが求められています。 

 

《方向性》 

職場や学校、地域など社会のあらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止

のため、情報提供や啓発活動の充実に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

セクシュアル・ハラスメントの防止対策の推進   

・セクシュアル・ハラスメント防止の啓発と相談体制の整備 男女共同参画担当 継続 

・市職員に対する啓発 人事担当 継続 

・企業等に関する情報提供・啓発 商工労働担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

  

 

● 山口労働局雇用均等室のセクハラ相談実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (※5)セクシュアル・ハラスメント： 広義では、「他の者を不快にさせるような性的な言動」を指す。男女雇用機会均等法にお

いては、「職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき

不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されること」とされている。 

年  度 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 

件  数 １１９ １６９ ３６０ ２４２ １８５ 

(平成２１年版 山口県男女共同参画白書) 
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基本目標Ⅱ  施策等の立案及び決定への共同参画の推進 
 

 男女共同参画の「参画」という言葉は、単なる「参加」にとどまらず、社会のあらゆ

る意思決定の場において、主体的に、立案の段階から関わっていくことを意味していま

す。 

 特に、男女が施策などの立案や決定の過程に共に参画することは、男女共同参画社会

を実現する上で極めて重要ですが、こうした意思決定過程への女性の参画はいまだ十分

とはいえません。 

 このため、積極的改善措置(ポジティブ・アクション)(※6)を取り入れながら、行政は

もとより、関係機関、団体、企業などへも働きかけ、男女が共に個性や能力を十分に発

揮できるよう、平等にチャンスが与えられる環境づくりを促進します。 

 

 

重点項目 6 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※6)積極的改善措置(ポジティブ・アクション)：男女間の参画の機会の格差を改善するため必要な範囲内で、男女のいずれ

か一方に対し、その機会を積極的に提供することをいう。 
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重点項目 6 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大  

 施策(1) 各種審議会等への女性の参画の促進  

 

《現状と課題》 

近年、政治・経済、行政、地域活動など、様々な分野で活躍する女性が増えています。

その一方で、特に政策・方針の決定過程への女性参画は極めて低調で、大きな課題とな

っているのが現状です。 

 アンケート調査における「審議会等行政への女性の参画」についても、同じ社会の構

成員として同等に参画すべきとの意見が大多数を占めています。 

 市の各種審議会への女性委員の登用率は、平成２３年(2011 年)４月現在、２６．４％

となっています。 

 今後、あらゆる分野で男女が能力を発揮できるよう、人材の発掘・育成や適切な情報

の提供とあわせて、平等にチャンスを与えるという視点からも各種審議会などへの女性

の参画を一層推進し、できるだけ幅広い世代、分野から女性を登用するためにも、公募

制の拡大などの取組を強化する必要があります。 

 

《方向性》 

市の審議会等委員における女性委員の割合を３０％以上に増やすことを目標として

女性委員の積極的な登用を図ります。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

女性委員の参画状況の定期的な調査による目標の早期達成   

・各種審議会等への女性委員登用の指導 人事担当 継続 

・女性委員の積極的な登用及び公募枠の拡大 関係各担当 強化 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             
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アンケート調査 審議会等への女性の参画について (山陽小野田市) 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.7  

46.0  

41.7  

53.6  

47.9  

50.8  

0.5  

2.5  

1.3  

8.2  

3.7  

6.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（207人） 

男性（163人） 

全体（374人） 

 
  積極的に参画するべきだ             できるだけ参画した方がよい 

 

  あまり参画しないほうがよい        わからない・無回答 
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 施策(2) 市政等への女性の参画の促進  

 

《現状と課題》 

まちづくりの基本理念である「市民参加による市民本位」に重点をおき、「市民との

対話の日」や「市政説明会」、「市民意見公募(パブリックコメント)制度」などにより、

市政への関心を高め、その参画を促進しています。 

調和のとれた住みよいまちづくりを推進するためには、男女を問わず、すべての市民

が市政に関心を持ち、自らの考えや意見を述べ、政策や施策の方針を決定する場に参画

することが重要です。 

 

《方向性》 

女性の市政への自主的な参画を促進するとともに、女性が政策・方針決定過程に積極

的に参画できるよう環境の整備に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

市政への参加の促進   

・「市民との対話の日」、「まちづくり市民会議」の開催及び「提言箱」

の設置等を通して市政への参加の機会の提供 
広聴担当 継続 

・市民意見公募（パブリックコメント）制度の活用による市政への参

画機会の提供 
行革担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署              
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 施策(3) 市、企業等の意思決定過程への女性の参画の促進  

 

《現状と課題》 

働く場では、男女雇用機会均等法の改正などによって、制度上の男女平等は着実に進

んでいますが、固定的性別役割分担意識から、管理職の大半を男性が占めているなどの

格差が多く残っています。 

 市においては、平成２２年(2010 年)４月現在の市職員に占める女性職員の割合は、

３７．１％で、係長以上の役職者に占める女性職員の割合は、２２．３％となっていま

す。 

このため、女性職員の意見をあらゆる行政分野に反映できるよう、平等取扱の原則と

能力主義を踏まえつつ、女性職員の登用、職域拡大に取り組むことが必要です。 

 

《方向性》 

積極的改善措置(ポジティブ・アクション)(※7)を取り入れ、特に市においては、女性の登用

を積極的に進めるとともに、企業などの民間部門に対しても、女性の登用促進に向けた協力

要請などの取組を進めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

多様な研修による女性職員の能力開発の推進 

・男女の別に捉われない研修機会の平等な提供 
人事担当 継続 

女性職員の職域拡大を図り、職務を幅広く経験できる人事配置の

展開 

・役職への登用、女性職員未配置分野への女性職員の配置 

人事担当 継続 

企業や民間団体における女性参画の要請 

・企業、民間団体等への女性の登用促進の啓発及び協力要請 

男女共同参画担当 

商工労働担当 

関係各担当 

継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※7)積極的改善措置(ポジティブ・アクション)(再掲)：男女間の参画の機会の格差を改善するため必要な範囲内で、男女の

いずれか一方に対し、その機会を積極的に提供することをいう。 



 28 

基本目標Ⅲ  家庭、地域における男女共同参画の推進  
 

 近年、私たちを取り巻く社会情勢の急激な変化の中で、人々の働き方に関する意識や

環境が社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれず、仕事と生活が両立しにくい状況に

直面しています。 

 男女が共に健康で豊かな生活を送るとともに、社会のあらゆる分野で活躍するために

は、仕事と生活の調和を図ることが大切です。家庭生活の場では、ともすれば女性の役

割と決めつけられがちな家事や育児、介護などでも、男性・女性が共に責任を担い、協

力し合うことが必要であると同時に、そのための社会的な支援も重要になってきます。 

 このため、市民の多様なライフスタイルに応じた育児環境や福祉サービスの充実、健

康づくりのための支援などを進めていきます。 

また、充実した心豊かな生活を送るためには家庭生活だけでなく、これを取り巻く地

域や社会との関わりが重要です。男女が共に仕事と家庭生活、地域生活等を両立するこ

とができるよう、普及啓発や地域活動への参加促進に向けた支援などの取組を推進する

必要があります。 

 

 

重点項目 7 男女が自立して支え合う家庭づくり 

 

重点項目 8 男女共同参画による豊かな地域社会づくり 
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重点項目 7  男女が自立して支え合う家庭づくり 

 施策(1) 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進  

 

《現状と課題》 

仕事と生活の調和は、人々の健康を維持し、趣味や学習、ボランティア活動や地域社

会への参画等を通した自己実現を可能とするとともに、育児・介護も含め家族が安心し

て暮らしていく上で重要なものです。 

このため、社会的気運の醸成、多様な働き方を可能にする職場環境の整備、子育てや

介護等に関する支援策の充実などが求められます。 

 

《方向性》 

子育て、介護等の施策と連携を図りながら、事業者、労働者、国、県などと連携して、

仕事と生活の調和の普及を図ります。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

育児・介護休業制度の普及、啓発  

男性の家事・育児・介護等への参画促進 

（再掲Ⅰ-3-（1）、Ⅳ-9-（3）） 
  

・特定事業主行動計画の見直し 

・男性職員が育児休業等を取得しやすい職場環境の整備 
人事担当 継続 

・男性の家事・育児・介護等への参画啓発 

人事担当 

児童福祉担当 

商工労働担当 

継続 

・次世代育成支援対策の着実な推進 児童福祉担当 継続 

多様な働き方を可能にする条件整備  

男女雇用機会均等法、労働基準法、パートタイム労働法などの関

係法令の周知徹底（再掲Ⅳ-9-（1）（2）（4）） 
商工労働担当 継続 

就業・再就職対策の充実促進（再掲Ⅳ-9-（2）（4）） 

・資格、技能取得などの情報提供 
商工労働担当 継続 
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《新たな取組》 

内         容 担当部署             

「仕事と生活の調和」の啓発促進 

（                                             ） 

人事担当 

男女共同参画担当 

児童福祉担当 

商工労働担当 

男性の家事・育児・介護等への参画促進 

（                                             ） 

高齢者福祉担当 

障害者福祉担当 
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 施策(2) 育児環境づくり  

 

《現状と課題》 

少子化の進行や核家族化の増加に加え、人々の価値観が多様化する中で、地域の連帯

自体が薄れており、子育てに対して不安感や負担感をもつ親が多くなっています。  

 家庭においては、男女が共に責任を担うことが必要ですが、これを補完あるいは支援

していく社会的な取組が求められています。 

このため、家庭の理解や職場の支援を促進し、子育てを社会全体で支援する環境づく

りが必要です。 

 

《方向性》 

市民の様々なライフスタイルに対応できるよう、保育所などの施設整備やニーズに対

応した特別保育(延長保育、一時保育、乳児保育など)の充実を図るとともに、子育ての

不安を解消するために、親同士の交流や子育てに関する情報提供・相談体制の整備など

を図りながら、社会全体で支援する環境づくりを推進します。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

母子保健サービスの充実 

母性保護の重要性と正しい認識のための啓発 

・マタニティマークの周知 

・妊娠届出時の面接相談 

・マタニティスクールの開催 

母子保健担当 継続 

妊娠・出産期と乳幼児期の母子保健体制の充実 

・妊産婦、新生児、乳児期の家庭訪問・相談 

・幼児集団健診の実施 

・家庭訪問の実施 

母子保健担当 継続 

不妊への支援 

・不妊治療費助成制度（一般・人工授精・特定） 
母子保健担当 継続 

母子保健推進員による地域活動の支援強化 

・資質向上のための研修会実施 
母子保健担当 継続 

妊娠・出産・子育てへの社会的支援   

・妊婦健康診査受診補助 

・乳児一般健康診査受診補助 

・乳幼児精密健康診査 

・定期予防接種 

・ワクチン接種 

母子保健担当 継続 

・パパママ教室 

・マタニティクラス 

・ベビークラス（アフターヨガ） 

・立会分娩個別指導 

・マタニティヨガ 

・助産師外来 

市民病院 継続 
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多様な子育て支援の充実 

子育てを社会全体で支援するための意識啓発の推進   

・次世代育成支援対策行動計画の着実な推進 児童福祉担当 継続 

・パパママを対象にしたマタニティスクールの開催 

・小学 6年生と乳幼児とのふれあい体験 
母子保健担当 継続 

・「おんがくであそぼう」の開催 

・「0 歳からのファミリーコンサート」の開催 
文化振興担当 継続 

・マタニティブックスタート事業 図書館 継続 

子育てを地域から推進するための体制整備 

・地域活動組織の育成支援 

・ファミリーサポートセンターの設置 

児童福祉担当 継続 

子育てについての相談支援体制の整備充実 

・すくすく相談の実施 

・育児学級の実施 

・家庭訪問・相談の実施 

母子保健担当 継続 

多様化する保育ニーズに対応した特別保育の充実 

・延長保育の拡充 

・一時保育の拡充 

・乳児保育の実施 

・障がい児保育の実施 

児童福祉担当 継続 

病後児保育の充実 

・病後保育の実施及び受け入れ促進 
児童福祉担当 継続 

放課後の学童保育の実施 

・待機児童が生じない実施体制の整備 
児童福祉担当 継続 

児童館等の整備充実 

・児童館事業の充実 

・放課後こどもプランとの連携 

児童福祉担当 継続 

地域子育て支援センター、保育所等の整備充実の支援 

・地域子育て支援センターの設置支援 

・保育所施設整備の支援 

児童福祉担当 継続 

保育料など負担軽減のための経済的支援の実施 

・既存の軽減施策の継続実施 

・保育所保育料の平準化の検討実施 

児童福祉担当 継続 

次世代育成支援対策行動計画の推進 

・次世代育成支援対策推進協議会の開催 
児童福祉担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             

多様化する保育ニーズに対応した特別保育の充実 

（                                        ） 
社会教育担当 
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 施策(3) 福祉の充実と健康づくり  

 

《現状と課題》 

 高齢者の介護は、家庭だけでなく地域でも考えていかねばならない喫緊の課題です。 

こうした介護の負担を要介護者の家族、とりわけ女性に集中することなく、社会全体

で支えるシステムづくりが求められています。 

 また、年齢や障害の有無にかかわりなく、すべての人が地域社会で自立し、生きがい

を持って生活することができるよう、福祉サービスや健康づくりのための環境整備が必

要です。 

 

《方向性》 

介護の負担が女性だけにかからないよう、社会全体で支える介護保険制度の着実な実

施や活用を図るとともに、高齢者や障害者を含むすべての人が地域社会で自立し、生き

がいをもって生活できるよう支援していきます。 

また、男女がともに生涯を通して健康に過ごせるよう、健康づくりの支援に努めると

ともに、健康管理意識の啓発に努めます。さらに、高齢者がその豊富な知識や経験を活

かし、さまざまな分野でいきいきと活躍できる生涯現役社会づくりを推進します。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

保健・福祉サービスの充実 

寝たきりや認知症予防の推進   

・生活機能評価の実施による特定高齢者の把握と通所又は訪問

による介護予防事業の推進 
高齢者福祉担当 継続 

・健康診査・健康教育・健康相談（定例外）の実施 

・家庭訪問の実施 
保健担当 継続 

高齢者福祉計画の推進 

・計画の達成状況の点検、分析、評価 
高齢者福祉担当 継続 

障がい福祉計画の推進 

・計画の達成状況の点検、分析、評価 
障がい者福祉担当 継続 

在宅保健福祉サービスの充実   

・在宅の介護保険サービス及びこれを補完する各種生活支援サ

ービスの提供 
高齢者福祉担当 継続 

・訪問健康診査の実施 保健担当 継続 

介護保険制度の円滑な運営 

・介護保険事業計画に盛り込んだ居宅サービス及び施設サービス

の提供 

高齢者福祉担当 継続 

家族介護者への支援   

・家族介護者への見舞金の支給 

・家族介護者元気回復事業の実施 
高齢者福祉担当 継続 

・「介護者の集い」の開催 

・「認知症家族を支える集い」の開催 

・介護者へのお便りの送付 

保健担当 継続 
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相談体制、情報提供体制の整備   

・地域包括支援センター及びサブセンターの運営 

・社会福祉協議会の「心配ごと相談」事業 

・友愛訪問員の活動支援 

高齢者福祉担当 継続 

・定例健康相談の実施 

・随時相談（来所・電話）での対応 

・SOS 健康・情報センターからの情報発信・受信 

保健担当 継続 

民間福祉団体の育成強化 

・社会福祉協議会が運営するボランティアセンターを中心とした、

育成・活動 

高齢者福祉担当 

社会福祉担当 
継続 

地域ネットワークづくりの促進   

・ひとり暮らし高齢者のための緊急通報体制整備事業 

・友愛訪問事業 
高齢者福祉担当 継続 

・社会福祉協議会と民生児童委員協議会の協働による「ふれあい

ネットワークづくり運動」の実施 

社会福祉担当 

 
継続 

心身の健康づくりの充実 

高齢者の社会参画の促進 

・老人クラブスポーツ大会、グラウンドゴルフ大会等の行事への助

成（老人クラブ及び老人クラブ連合会） 

・老人の日行事への助成（地区社協） 

・老人福祉作業所の運営 

高齢者福祉担当 継続 

シルバー人材センター事業への支援 商工労働担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             
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重点項目 8  男女共同参画による豊かな地域社会づくり 

 施策(1) 地域活動における男女共同参画の推進  

 

《現状と課題》 

 暮らしやすい活力ある地域社会をつくる上で、男女の地域活動への参画は重要であり、

そのためには男性の仕事優先の意識・ライフスタイルを見直すとともに、地域に残る性

別による役割分担や慣習にとらわれない協力体制が必要です。 

 

《方向性》 

男女の地域活動への参画を促進するため、意識啓発や情報提供を推進し、ボランティ

ア活動やＮＰＯ(※8)活動などを支援するとともに、地域活動団体の意思決定の場への女

性の参画を促進します。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

地域活動団体等への情報提供・学習機会の充実   

・女性団体連絡協議会の構成団体やふるさとづくり協議会等への

情報提供 

男女共同参画担当 

市民活動担当 
継続 

・社会教育団体への情報・学習機会の提供 社会教育担当 継続 

生涯学習ボランティアの人材養成・活用の促進 

・ボランティア活動に必要な情報の提供 

・コーディネーターなどの育成 

・生涯学習ボランティア活動の促進 

社会教育担当 継続 

ボランティア活動や NPO活動などへの支援 

・市民活動団体の情報収集とガイドブック・ホームページでの情報

提供 

・NPO ネットワーク連絡協議会の開催 

・市民活動支援センターの設置 

市民活動担当 継続 

地域活動団体の意思決定の場への女性の参画促進 市民活動担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             

  

 

 

 

 

 (※8)ＮＰＯ：Ｎｏｎ-Ｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎの略で、様々な非営利活動を行う非政府、民間の組織であり、通常民間非営利組

織と呼ばれている。 
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アンケート調査 仕事と家庭生活または地域活動への現在の係わり方 (山陽小野田市) 
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女性（207人） 

男性（163人） 

全体（374人） 

 
  家庭生活または地域活動よりも、仕事に専念している。 
  
  家庭生活または地域活動にも携わるが、あくまでも仕事を優先させている。 
  
   家庭生活または地域活動と仕事を同じように両立させている。 
 
   仕事にも携わるが、家庭生活または地域活動を優先させている。 
 
     仕事よりも、家庭生活または地域活動に専念している。 
 
     わからない・無回答 
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 施策(2) 防災分野における男女共同参画の推進  

 

《現状と課題》 

 被災時に当たり、女性のニーズへの配慮や女性の参画についての対応が十分に行われ

ていなかったり、増大した家庭的責任が女性に集中していたりする事例が見受けられま

す。 

 これからの災害時の対応については、男女共同参画の視点を踏まえ、きめ細かい取組

を進めるとともに、女性の参画を促進することが必要となります。 

 

《方向性》 

 防災における男女共同参画を推進するため、固定的性別役割分担意識を見直すととも

に、方針決定過程への女性の参画の促進、及び女性リーダーの育成など、男女共同参画

の視点を積極的に取り入れます。 

 また、被災時には、物資の提供やプライバシーの保護などで女性のニーズに配慮した

取組を推進するとともに、女性に対する安全面の対策や女性専用の相談窓口の設置など、

女性の声に耳を傾けながら災害対策の改善を図っていきます。 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             

防災分野における女性の参画の拡大 

防災現場における男女共同参画 
防災担当 
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基本目標Ⅳ  男女が働きやすい職場づくり 
 

 就業は、人々の生活の経済的な基盤を形成する上でも、また、男女共同参画社会の実

現にとっても、極めて重要な意味をもっています。 

 これまでにも「男女雇用機会均等法」の施行などによって、法制面の整備が進められ

てきましたが、男女の均等な雇用機会の確保や賃金格差の解消などの課題が残されてい

ます。また、経済の低迷に伴い、雇用・就業環境が悪化する中で、貧困など生活上の困

難に直面する人々も増えています。 

社会環境や経済構造の変化が進む中、少子・高齢化などの進展に対応する雇用管理や

労働条件の下で、男女が共に個性と能力を十分に発揮し、意欲を持って働くことのでき

る環境づくりを進めなければなりません。 

 また、農林水産業・商工業などの自営業の分野においても、女性の労働の適正な評価

を促すとともに、経営への参画を支援することが必要です。 

 

 

重点項目 9  男女が共に能力を発揮できる就業環境の整備 
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重点項目 9 男女が共に能力を発揮できる就業環境の整備  

 施策(1) 男女の均等な雇用機会と待遇の確保  

 

《現状と課題》 

女性の職場進出・職域拡大が進む中で、男女雇用機会均等法など法制上また各種支援

制度の整備などにより、雇用環境の改善が進んでいますが、従来からの固定的性別役割

分担意識などによって、必ずしも女性がその能力を十分発揮できる環境が実現している

とはいえません。 

 このため、男女が性別によって差別されることなく、個人の能力に応じた待遇が受け

られるよう、男女雇用機会均等法の趣旨や内容の一層の周知が必要です。 

 また、女性の職業能力を高めるため、適切な職業選択を促すための意識啓発も大切で

す。 

 

《方向性》 

男女の格差是正のための積極的改善措置(ポジティブ・アクション)(※9)を促進し、実

質的な男女の均等な機会確保を目指します。また、女性の労働条件や就業環境の改善に

向けて、関係機関と連携し関係法令などの周知に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

雇用における男女の均等取扱いの周知   商工労働担当 継続 

男女雇用機会均等法、労働基準法、パートタイム労働法などの関

係法令の周知徹底  （再掲Ⅲ-7-（1）、Ⅳ-9-（2）（4）） 
商工労働担当 継続 

働く女性の妊娠・出産にかかる保護規定の啓発 

・保健センター内へポスターの掲示 

・働く妊婦への「母性健康管理指導事項連絡カード」の説明 

母子保健担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

  

 

 

 

 

 

 

（※9)積極的改善措置(ポジティブ・アクション)(一部再掲)：男女間の参画の機会の格差を改善するため必要な範囲内で、男

女のいずれか一方に対し、その機会を積極的に提供することをいう。男女雇用機会均等法においては、雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置は

違法でない旨が明記されるとともに、企業が実施するポジティブ・アクションに対する国の援助が盛り込まれている。 



 40 

アンケート調査 女性が職業をもつことについて (山陽小野田市) 
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1.0  
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その他・わからない・無回答 

子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕

事をもつ方がよい 

子どもができても、ずっと仕事を続ける方がよい 

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい 

結婚するまでは、職業をもつ方がよい 

女性は職業をもたない方がよい 

22年度調査(回答総数374） 17年度調査(回答総数653） 

% 

複数回答 



 41 

 施策(2) 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援  

 

《現状と課題》 

単身世帯やひとり親世帯の増加、雇用・就業構造の変化、経済社会のグローバル化な

どの中で、貧困などの生活上の困難に陥る層が増加しています。特に女性は、出産・育

児等による就業の中断や非正規雇用が多いことなどを背景として、相対的貧困率が男性

に比べて高くなっています。 

生活上の困難に直面する男女を支援するとともに、男女共同参画を推進し、均等な機

会と公正な待遇の確保、女性が働きやすい就業環境の整備等に取り組む必要があります。 

 

《方向性》 

 関係機関等と連携し離職者、求職者等の雇用の安定確保を図るとともに、ひとり親家

庭等の支援に取り組みます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

男女雇用機会均等法、労働基準法、パートタイム労働法などの関

係法令の周知徹底  （再掲 Ⅲ-7-（1）、Ⅳ-9-（1）（4）） 
商工労働担当 継続 

就業・再就職対策の充実促進 （再掲 Ⅲ-7-（1）、Ⅳ-9-（4）） 

・資格や技能取得などの情報提供 
商工労働担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             

ひとり親家庭に対する自立支援 

（                                        ） 
児童福祉担当 
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 施策(3) 育児・介護休業制度の普及・啓発  

 

《現状と課題》 

 共働き世帯が増加する中で、「男は仕事、女は家庭さらに仕事」ということでは、女

性の負担はますます増加し、働く場においても、女性が責任をもって仕事をしていくこ

とが困難となっています。 

 また、育児・介護休業法が制度化されながらも、実際には休業取得が困難であったり、

男性の取得利用が進んでいないといった状況もみられます。このため、育児・介護休業

制度の周知徹底やこれらの積極的な利用を促進することが必要です。 

 

《方向性》 

仕事と育児・介護の両立に関する意識啓発を推進するとともに、育児・介護休業制度

を取得しやすい職場環境の整備に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

男性の家事・育児・介護等への参画促進 

（再掲Ⅰ‐3‐（1）、Ⅲ‐７‐（1）） 
  

・特定事業主行動計画の見直し 

・男性職員が育児休業等を取得しやすい職場環境の整備 
人事担当 継続 

・男性の家事・育児・介護等への参画啓発 

人事担当 

児童福祉担当 

商工労働担当 

継続 

・次世代育成支援対策の着実な推進 児童福祉担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             
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● 共働き等世帯数の推移 

 

    我が国は、昭和５５年以降、共働き世帯数は年々増加し、平成９年以降は共働き世帯数が 

片働き世帯数を上回っている。 

    平成２２年（2010 年）においては、共働き世帯が１，０１２万世帯となり、片働き世帯の７９７万世

帯を大きく上回っている。 

 

 

 

注１：昭和５５年から平成１３年は総務省「労働力調査特別調査」(各年２月、ただし、昭和５５年から昭和５７年は各年３月)、

１４年以降は「労働力調査(詳細結果)」(年平均)より作成 

  2：「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者(非労働力人口及び完全失業

者)の世帯。 

  3：「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。 

                                           (資料) 男女共同参画白書 平成２３年版 (内閣府)  
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 施策(4) 多様な働き方を可能にする条件整備  

 

《現状と課題》 

経済・社会環境が変化する中で、企業の意識や雇用形態も大きく変化してきています。 

 こうした中で、男女が個性豊かで自らのライフスタイルに合った働き方を選択するこ

とができ、生涯を通して充実した職業生活を送ることができる環境づくりが求められて

います。 

 このため、育児・介護などによる離職者の再就職を支援するため、職業能力の開発・

向上、雇用情報の提供とともに、パートタイム労働者・派遣労働者の処遇・労働条件の

改善及び在宅就労者への支援に向けて、関係機関との連携を図ることが必要です。 

 

《方向性》 

育児・介護等による離職者に対する雇用情報の提供及び相談の充実を図るとともに、

自己啓発への支援を行います。また、パートタイム労働者や派遣労働者の労働条件など

を改善するため、関係機関と連携して関係法令等の周知に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

男女雇用機会均等法、労働基準法、パートタイム労働法などの関

係法令の周知徹底  （再掲 Ⅲ-7-（1）、Ⅳ-9-（1）（2）） 
商工労働担当 継続 

就業・再就職対策の充実  （再掲 Ⅲ-7-（1）、Ⅳ-9-（2）） 

・資格や技能取得などの情報提供 
商工労働担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             
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 施策(5) 農林水産業・商工業等自営業における労働環境の整備  

 

《現状と課題》 

農林水産業や商工業などの自営業においては、女性が仕事・生活の両面で重要な役割

を果たしています。必ずしもその貢献度が十分に評価されているとはいえません。 

 また、農林漁業、商工団体などの役職者は圧倒的に男性が多く、経営や事業運営の方

針決定などへの女性の参画は進んでいないのが実情です。 

 このため、女性が仕事上で貢献していることを適正に評価するとともに、経営とこれ

に関連する活動に対して、女性が対等なパートナーとして参画する機会を持つことが重

要です。 

   

《方向性》 

女性の役割と貢献に対して適正な評価がなされ、経済的な自立が図られるよう、家族

経営協定(※10)の普及や仕事に必要な経営知識などを習得できる機会の充実に努めます。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

農林水産業等自営業における女性の労働の適正評価の意識啓発 農林水産担当 継続 

農漁業従事者に対する家族経営協定の普及 農林水産担当 継続 

関係機関と連携して技術や経営管理講習の開催   

・農協・県漁協各支店などと連携した技術・経営管理講習会等の

開催 
農林水産担当 継続 

・雇用能力開発支援センター、商工会議所等関係機関との連携に

よる講習等の開催 
商工労働担当 継続 

グループ活動による女性の能力開発、異業種女性団体との交流研

修の推進 

・女性団体連絡協議会主催の交流研修会の開催（講演会の開催） 

男女共同参画担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署             

  

 

 

 

 

 

 

 

(※10)家族経営協定：農業や漁業経営に参画する個人の地位及び役割を明確化し、その意欲と能力を充分に発揮できるよ

うにするため、経営の方針や家族一人ひとりの役割、働きやすい環境づくりなどについて、家族の話し合いにより取り決める

もの。 
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基本目標Ⅴ  国際理解を通した男女共同参画の推進  
 

 国際社会においては、国連を始めとして、国際的な女性の地位向上に係る様々な施策

が進められてきました。諸外国では男女共同参画が大きく進展している例もありますが、

我が国においては固定的性別役割分担意識の解消など多くの課題が残されています。 

  国際社会における男女共同参画の進展を認識するとともに、国際感覚を備えた人材を

育成するなど、国際交流を通して男女共同参画社会を目指す取組を推進する必要があり

ます。 

 

 

重点項目１０ 国際交流による国際規範・基準の浸透 
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重点項目 1０ 国際交流による国際規範・基準の浸透      

 施策(1) 国際理解・国際交流の推進  

 

《現状と課題》 

我が国の男女共同参画は、国連をはじめとする国際的な女性の地位向上の動きと連動

して進められてきました。特に、女子差別撤廃条約や「北京宣言及び行動要綱」の実施、

「女性 2000 年会議」で採択された行動目標のさらなる前進が求められています。 

男女共同参画は世界共通の課題です。市民一人ひとりが国際社会の一員としての自覚

をもち、女性の地位向上に向け国際交流・協力活動に共に参画していくことが重要です。 

 このため、国際社会の動向を注視するとともに、国際交流を通した国際規範・基準の

浸透を図る取組をさらに推進する必要があります。 

 

《方向性》 

姉妹都市との交流や国際交流団体との連携を図りながら、相互理解を促進し、国際交

流の場における男女参画の推進に努めるとともに、国際交流に関する事業を通して国際

規範・基準の普及啓発を図ります。 

 

《具体的取組》 

内         容 担当部署 
今後の
取 組 

国際理解のための学習機会の充実 

・外国人のための日本語教室の開催 

・韓国語・中国語教室の開催 

・世界の料理教室の開催 

国際交流担当 継続 

外国人への情報提供 

・関係機関からの各種情報の提供 
国際交流担当 継続 

姉妹都市交流の推進   

・モートンベイ市への中学生派遣事業 

・レッドクリフハイスクール生徒の訪問団の受入 
国際交流担当 継続 

・小学校４校（高千帆・高泊・須恵・赤崎）とオーストラリアの姉妹校

４校との児童作品の交換交流 
学校教育担当 継続 

国際交流団体等への支援 

・ホストファミリーに対する助成 
国際交流担当 継続 

民間交流の促進 

・文化・スポーツ・教育交流の助成 

・在住外国人ふれあいバスツアーの開催 

国際交流担当 継続 

 

《新たな取組》 

内         容 担当部署 

国際規範・基準の浸透を図るための普及・啓発 

 ・国際規範・基準等の周知 
男女共同参画担当 
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 第 4 章 プランの推進  

 

 １．プランの推進体制   

  このプランの推進にあたっては、市民、事業者、関係機関、行政などが一体となって取り

組むことが必要です。そのために、「山陽小野田市女性団体連絡協議会」の活動を中心と

して、関係団体との連携強化に努めます。 

   また、有識者や公募による委員で構成する「山陽小野田市男女共同参画審議会」を開

催し、男女共同参画に関する事項について調査・審議を行い、施策に反映していきます。 

   

 ２．庁内の推進体制   

  庁内の横断組織である「山陽小野田市男女共同参画推進本部」を中心として、総合的

な企画調整を図りながら各担当部署との連携を密にし、プランの着実な推進を図ります。

また、職員研修や職場環境づくり等を通して、職員の意識啓発を推進します。 

 

 ３．国、県、関係機関、民間等との連携   

   男女共同参画に関する先進的な取組事例などの情報の収集・発信に努めるとともに、

県・他市町との連携を深め、広域的な取組を進めます。 

 

 ４．進捗状況の検証   

   プランに基づく施策の進捗状況を的確に把握・検証し、施策の進行管理に努めます。 


